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氣比神宮 気比の松原

日本海・敦賀湾

敦賀市のご紹介

・敦賀市は、本州日本海側のほぼ中央に位置し、重要港湾 敦賀港を擁する人口62,531人の港湾都市
・敦賀港と京阪神・中京との近接性といった立地特性から、古来から海陸交通の要衝として発展
・また、エネルギー供給都市として貢献する中、現下の情勢から、新たな産業・エネルギー政策に取組む

敦賀港及び平野の全景 海路（コンテナ船、RORO船等）

発 電 所 設備能力 状 況

敦賀発電所１号機 35.7万㎾ 廃止措置中

敦賀発電所２号機 116.0万㎾ 適合性審査中

新型転換炉原型炉ふげん 16.5万㎾ 廃止措置中

高速増殖原型炉もんじゅ 28.0万㎾ 廃止措置中

敦賀火力発電所１号機 50.0万kW 営業運転

敦賀火力発電所２号機 70.0万kW 営業運転

合 計 316.2万kW

陸上交通網

海上交通網

エネルギー

高速道路網（京阪神・中京2大都市圏との近接性）

2014年7月 舞鶴若狭自動車道が全通

2024年3月 北陸新幹線が金沢～敦賀開通

海陸交通の要衝といったプレゼンスを高めつつも、新たな産業・エネルギー政策に取組む

中京・関西の２大都市圏と高い近接性を有し、北陸新幹線により東京からの直通ルート開通

大型船舶の接舷可能な水深を有し、太平洋側に最も近い日本海側の重要港湾

エネルギー供給都市として半世紀にわたり貢献。
一方で、原子力発電所の廃止措置が進行中

【 位 置 図 】

人口：62,531人
（令和6年3月末）



産業構造の複軸化に向けた挑戦

【 新しい産業・エネルギー政策の展開（2019.6～） 】

産業構造の複軸化

エネルギーの多元化

周辺地域との間で新しいモノ・エネルギーのサプライチェーンを構築
※敦賀市と周辺地域との新しい経済取引関係を構築

【産業構造の複軸化＝新しいモノのサプライチェーン】

【エネルギーの多元化
＝ 新しいエネルギーのｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ】

【敦賀－高島連絡道路
＝ 新しい物流網等】

産業構造の複軸化と
エネルギーの多元化を目的とし、
新たなモノとエネルギーの

サプライチェーン構築を目指す

↑再エネ由来水素ST及び
 R&D・PRセンター
※2019年12月～

・令和元年に、敦賀市の根源的な課題に挑むうえで、新しい産業・エネルギー政策を策定。
・広域的な地域連携（地域間協調）を理念とし、新しいモノ・エネルギーのサプライチェーン構築を目指す。
・県内で初めて水素エネルギーの利活用に取組むとともに、EV用車載バッテリーのリサイクルチェーンを支援。

セメント製造工程を活用→
したEV車載バッテリー等
のリサイクルチェーン

※2022年1月～



福井県嶺南Ｅコースト計画の策定

これまでの本市単独の取組が県の計画に位置付けられ、県全体の広域的な事業としてスケールアップ！



敦賀市の水素社会形成に向けた歩み

区 分 時 期 事 項 区 分 時 期 事 項

フ
ェ
ー
ズ
１
：
調
査
・
計
画
策
定
期

１
2015.10

～

【可能性調査】
敦賀市における水素社会形成の可能

性調査を実施

フ
ェ
ー
ズ
２
：
実
証
事
業
期

５ 2019.12

【実証開始（第１段階）】
全国初となる再生可能エネルギー由来

水素ステーション及びＲ＆Ｄ・ＰＲセン
ターを設置

２ 2017.12

【政府からの支援表明】
高速増殖原型炉もんじゅの廃止措置に

伴う政府主催「もんじゅ関連協議会」にて
敦賀市の水素インフラの整備等について
政府として支援することを表明

６
2020.4
～

【実証第２段階】
関西電力・東芝ＥＳＳと連携し、再エ

ネ由来水素ステーションを活用し、再エネ
成形ＶＰＰの調整力としての水素製造・
貯蔵、ＦＣＶ等への活用を実証

３ 2018.8

【東芝ＥＳＳとの連携】
東芝ＥＳＳと「水素サプライチェーンの

構築に関する基本協定」を締結 ７
2022.4
～

【実証第３段階】
関西電力・東芝ＥＳＳと連携し、再エ

ネ由来水素ステーションを活用し、全国初
の原子力発電由来の水素製造・貯蔵プ
ロジェクトを実施

４ 2019.6

【計画策定】
水素サプライチェーンの構築を目指す

「敦賀市調和型水素社会形成計画」を
策定し、ロードマップ等を提示

８
2023.4
～

【実証第４段階】
北陸電力・関西電力・東芝ＥＳＳと連

携し、再エネ及び原子力による水素製造
とともに、サプライチェーン構築に向けて発
電所タービン冷却材への水素活用を実施

・新たなエネルギー・産業政策の取組みとして、温暖化対策の切り札とされる“水素”に着目
・２０１５年に調査を実施し、資源もプレイヤーもない中、ゼロから計画を立ち上げ、数種の実証を実施
・北陸新幹線敦賀開業や大阪・関西万博をターゲットタイムに社会実装への移行を目指す

フェーズ３：２０２４年春の北陸新幹線敦賀開業等を目途に“社会実装期” へ



フェーズ１：調査・計画策定期

・第１段階として、調査・計画策定に取組み、未発達分野であることを踏まえ、Ｒ＆Ｄと実証支援を重視
・計画策定に先駆け、政府より支援表明をいただくともに、東芝ＥＳＳと連携関係を構築
・取組を踏まえ、２０１９年６月に実証事業の受入と展開を重視した計画を策定

実証フィールドの提供と積極的なＲ＆Ｄ・実証の受入を重視した計画を策定

１ 水素社会形成に関する可能性調査（２０１５.１０～）

水深が深く、日本海側最大の内航航路を有する敦賀港を活かした
国内外の水素サプライチェーン構築の可能性

↑ 水深が深く、浚渫不要の重
要港湾敦賀港

高速増殖原型炉もんじゅの廃止措置に伴い開催された政府主催の
「もんじゅ関連協議会」において、敦賀市が行うFS調査や水素インフラ
整備に対して、支援を表明

↑ 官房長官、関係大臣、福井県知事、敦賀市長等が出席

２ もんじゅ関連協議会での政府支援の表明（２０１７.１２）

４ 敦賀市調和型水素社会形成計画の策定（２０１９.６）３ 東芝ＥＳＳとの連携協定締結（２０１８.８）

2050年までの水素社会形成に向けたロードマップを策定
水素インフラの整備目標のほか、実証フィールドの提供による積極的
な実証事業の受入と展開等を定める

水素社会形成計画の策定やこれに基づく実証事業の受入・展開
に先駆け、東芝ＥＳＳと「水素サプライチェーン構築に関する基本協
定」を締結

↑ 協定締結の様子 ↑ 計画に定めるロードマップ



フェーズ２：実証事業期

・実証の積極的受入を方針とする計画に基づき、東芝ESSと連携し、再エネ由来水素ステーションを設置
・水素分野に囚われず、関西電力と連携し、再エネの調整力とした水素活用に関する実証を実施
・両社の連携をさらに進め、安価・大量の水素製造に向け、原子力発電由来の水素製造実証を実施

５ 実証①－再エネ由来水素ＳＴ（２０１９.１２～） ６ 実証②－水素ＳＴ＋ＶＰＰ実証（２０２０.４～）

ローカルに留まらず広域サプライチェーンを見据え、民間企業と連携し、先駆的実証を展開

７ 実証③－原子力発電由来水素製造（２０２２.４～）

実証事業の第１弾として、東芝ESSとの連携協定に基づき、自立
型水素供給システムを改良した、全国初となる再生可能エネルギー由
来水素ステーションを敦賀市公設卸売市場内に設置

↑ 再エネ由来水素ST及びR＆Dセンター開所式

実証事業の第２弾として、関西電力及び東芝ESSとの連携協定に
基づき、関西電力所有のメガソーラの調整力として、再エネ由来水素
ステーションで水素製造・貯蔵し、モビリティ等に活用

実証事業の第３弾として、関西電力及び東芝ESSとの連携協定に
基づき、再エネ由来水素ステーションを活用し、原子力発電による水素
製造の実証を実施

↑ 原子力発電由来水素製造の実証概念図

ローカルサプライ
チェーン構築に向け
た自立分散型の
CO2フリー水素の
製造・活用

目 的

広域サプライチェー
ン構築を見据えた
大量・安価なCO2
フリー水素の製造・
活用

目 的

広域サプライチェー
ン構築を見据えた
再エネ主力電源化
と合わせたCO2フ
リー水素の貯蔵・活
用

目 的

↑ 水素を活用した再エネ成形ＶＰＰの実証概念図

８ 実証④－水素サプライチェーン構築実証（２０２３.４～）

実証事業の第４弾として、北陸電力・関西電力・東芝ESSとの連携
協定に基づき、再エネ及び原子力による水素製造とともに、サプライ
チェーン構築に向けて発電所タービン冷却材への水素活用を実施

↑ 水素サプライチェーン構築実証スキーム

広域サプライチェー
ン構築を見据えた
CO2フリー水素の
製造と民間による
新たな需要創出

目 的



・今年度、福井県が水素・アンモニアサプライチェーン構想の策定に着手しており、これまで本市が先駆的に
取り組んできた水素政策が県全体の政策としてスケールアップ

・また、国主導により原子力立地地域の将来像を協議する「共創会議」が設立され、官民プレイヤーの強
力な連携の下、敦賀港を中心とする水素サプライチェーンの拠点化を目指す

水素サプライチェーンの構築を目指して（フェーズ３：社会実装期）

福井県「敦賀港長期構想」イメージ

敦賀市「エネルギーの未来都市をめざして」

共創会議（R6.7.26）

福井県・原子力発電所の立地地域の
将来像に関する共創会議

目   的
原子力発電所の長期停止・廃止措置
が進む中、立地地域の発展に向けた
将来像について官民連携で協議

構成員 国、県、立地市町、電力事業者 等

将来像
「ゼロカーボンを牽引する地域」、「ス
マートで自然と共生する持続可能な地
域」を将来像として各取組を推進
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